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健康投資と福祉立地論
資本主義と福祉社会の共生のリサーチ
田村　貞雄
序　小論の目的
　筆者はこれまで経済効率指向の現代経済学の新しい展開として、人間福祉指向の健康福
祉経済学（EconomicsforPositive　Heaユth）の研究を理論的に、実践的に、したがって実証
的に行ってきた。健康福祉経済学は医学・人問生態学を基盤として、健康福祉（ポジティ
ブヘルス）と経済の融合の解明が目的とされた。この小論で筆者は、人類生存秩序
（Human　Sumiva10rder）を根底においてアイディアフォーメーションを続けた武見太郎
の「健康投資と福祉立地論」を主題として追跡することにより、健康福祉経済学の狙って
いるところと今日的意義をより明確にすることを目的としている。
　筆者は、1964年に武見太郎と接してから多くの学問的刺激を受けたが、中でも「健康
投資と福祉立地論」の武見構想から強烈な刺激を受けた。武見は健康投資と福祉立地を地
域包括医療活動におけるポジティブヘルス開発の実践に求めた。そこでこの小論では、力
点を日本の地域包括医療活動の実践におけるポジティブヘルス開発の実際的観察に置き、
このことを通して武見の「健康投資と福祉立地論」の狙いとその展開過程を跡づけてみた
い。そして合わせてこのことにより、健康福祉経済学という新しいパラダイムが生成され
ていく過程を呈示し、大方の読者のご批判を仰ぎたいと恩っている。
1．健康投資と福祉立地論の沿革
　筆者は、1964年に武見が日本医師会長として組織していた調査特別委員会という総合
科学的な研究会に参加する機会を得た。この委員会は1957年に組織され、経済学者とし
て実績を持つ、板垣興一、高橘長太郎、山田勇、江見康一が医学者、環境科学者、地域保
健・医療の実践家と一緒に研究を行なっていた。この委員会は1966年に改組され、社会
経済委員会となり、江見がこの会をリードすることになった。この委員会に武見から「健
康投資と福祉立地論」の研究課題が出されたD。当時筆者は、現代経済学を実証経済学と
ユ）武見が諮問した研究課題は「保健投資と福祉立地論」であった。しかし、武見も後で保健投資を
して体系的に研究中であったし、また保健・医療には全くの素人であったので、武見の設
題趣旨の説明もはじめての異国語を聞くようでまるで理解することはできなかった。とく
に「医療は単なる消費ではない。医療の投資効果の側面が十分に研究されるべきである」
という武見の説明に強い衝撃を受けた。
　現代経済学では、保健・医療支出は消費支出と定義され、家計の消費行動の対象として
位置づけられている。しかもその体系性の要が、消費者主権（消費者の財への投票（支
出）によって財の配分の方向付けが決まるという考え方）であるから・現代経済学の枠内
に踏みとどまろうとすると“医療は消費ではない、投資として考えるべきだ”という発想
を理解することは困難であった。
　次に福祉立地論についてふれる。筆者は現代経済学では立地論は経済効率性を中心的指
標として理論的に、計量的に分析するという特徴を持つ経済立地論があり、それと見合う
福祉は貨幣的評価による経済福祉であるという知識しか持ち合わせなかったので、福祉立
地論ははじめて耳にした用語であった。
　しかし、この社会経済委員会は専門の異なる領域の研究者による総合科学的検討を目指
して組織されていたので2〕、江見の司会のもとでこの健康投資と福祉立地論のそれぞれの
用語の意味内容と両者のつながりが吟味検討され、ひとつの方向づけが手探りの中から与
えられた。この検討内容は、『日本医師会編国民医療年鑑』1966年版と1967年版の2年間
にわたり掲載されている。研究2年目の1967年版においては、江見（1967a）、安川
（！967）、田村（1967）、藤野（1967）、江見（1967b）の諾論文が取り上げられている。江
見、安川、藤野の論文は医療経済研究の経験の積み重ねがあったので力作であったが・筆
者のそれはこの種の研究に参加してから日が浅く、現代経済学における投資の重要性
（HumanCapitalとして）について触れた上で、後は投資の需要効果と生産力効果の両側面
における考察というきわめて未熟なものであった。しかし、医学・医療と経済学が中心に
なって研究する各種委員会で勉強する機会は継続した。このことにより筆者は、健康投資
は医学・医療におけるポジテイブヘルス（包括医療中心の建設医学）論、アドミニストレ
イティブ・メデイシン（管理医学）に学問的根拠があり、福祉立地論は医療福祉の最適化
の実践に裏打ちされた地域医療あるいは地域包括医療論の展開であることを理解すること
ができた。
　武見の「人類生存秩序」は、実証に裏付けられた理論とそれの実践が一体となっている
のにその特徴があることも研究会に参加していて理解することができた。たとえば、武見
は2年に1回大掛かりな医療経済実態調査を行なっていた。筆者はその調査実行委員会に
　　健康投資としても呼んでいることと、保健より健康開発につながる健康投資の方が、積極性が感じら
れ、この小論に合うという意味において健康投資という用語を使用している。
2）　たとえば、環境科学の外山俊夫、病院管理学・地域医療の倉田正一、公衆衛生学の勝沼晴雄・そ
の他、地域からの実践医師7人の参加があった。
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参加することができた。このことにより、全国都道府県の中からの調査地域の選択、調査
表の設計、各地域での説明会の実施の模様をつぶさに観察することができた。また、この
ことにより、北は北海遵から南は九州までの地域医療の実態に触れることができたし、ま
た筆者は健康投資と福祉立地の理解を更に一層深めることができた3〕。1973年に、武見は
「健康投資と福祉立地論」の内容を更に発展的に展開して「医療資源の開発と配分」とい
う形で発表し、内外に問うた4〕。1975年には武見は第29回世界医師会大会学術集会を世界
医師会長として東京で主宰し、そのメインテーマに「医療資源の開発と配分」を選定し
た。そしてこの大会の結びにおいて、江見に医学・医療と経済学・経済の融合した内容で
の学問を目標とするメディコ・エコノミックスの宣言を行うことを依頼した。そこで、そ
の年の暮れに日本医師会内にメディコ・エコノミックス研究準備委員会が設けられ、1976
年4月から正式に発足し、1982年まで継続的にメディコ・エコノミックス研究が行われ
た5〕。
　武見は、医学・医療と経済学・経済の融合を「人類生存秩序」を基底として行うという
ことを企図して、日本医師会特別分科会としてライフサイエンス学会を1974年から組織
した。この学会は総合科学的展開を目指して各専門分野の研究者が協力して4日問にわた
って行われた。そしてこの学会は1981年まで8回にわたって開催された6〕。
　以上においてみたように、武見の医学・医療と経済学・経済の融合の構想は「健康投資
と福祉立地論」に始まり、「医療資源の開発と配分」を経て「メディコ・エコノミックス」
に達した。そしてこれをより広く深い背景で研究し、実践すべく、ライフサイエンス学会
を組織した。筆者は武見によるこれらの一連の動きは、不動点としての「人類生存秩序」
を根底にして行われたものであったと推測している。武見論文（1974）は、このような推
測の証拠のひとつにあげることができると考えられる。
2．健康投資とポジティブヘルス開発の最適化過程
　武見（1965）は、ポジテイブヘルスやコンプリヘンシイブ・メディシン（包括医学）に
ついて次のように説明している。「古い時代においては病気を治すことが医療であると考
えられていた。古典的な病理学の概念から発したものであるが、今日においては、世界の
3）　この調査記録は日本医師会（1982〕に体系的にそして詳細に説明されている。
4）　武見は1973年に熊本医師会主催の講演会で「医療資源について」の題名で話し、多年来の構想を
発表し、その後1974年に広島県医師会主催の講演会で「医療資源の開発と配分」というテーマで話
している。これについては武見（1974）を参照のこと。
5）1976年から1978年までは一橋大学名誉教授であった山田勇が委員長をつとめ、1979年から1982
年までは大阪大学教授であった筑井甚吉がつとめた。筆者もこの委員会に出席して、医療福祉経済学
について多くのことを学ぶことができた。
6）　このライフサイエンス学会は大略、生物・生態（第1日目）、生命科学・医学・医療哲学（第2日
目）、人口・文化・社会（第3日目）、法律・経済・システム科学（第4日目）に分けられ、1974年を
第1回として1981年まで8回開催された。この学会の記録は日本医師会編（1974乱，1975a，1976．
1977．1978．1980．1981）に全て収録されている。
通念とポジティブヘルス（建設医学）を目標として医療概念が拡大されてきた。
　肉体的にも精神的にも健康であるということは、さらにその健康度を増進することがで
きるという条件を常に持つことである。医療概念がこのように拡大されてきた今日におい
て、医療はコンプリヘンシィブ・メディシン（包括医学）の概念で表現されるようになっ
た。従って、この中には医学が社会的に適用されるあらゆる分野を包括することになった
（下線は筆者）。たとえていうならば、健康時の健康擁護を出発点として健康破綻の予防、
さらに疾病発生時の対策、健康破綻からの回復、初療等、いくつかの段階を考えなければ
ならなくなった。その中には健康管理学のような新しい学問も発生し、産業医学のような
インダストリアリゼイション（工業化）に対応する特別な目的を持った医学も生まれてく
るわけである」7〕。
　また個人と社会の関係については次のように説明している。「公衆衛生学としての人類
の集団的な健康擁護体制は、国際的な協力から地域の協力またはコミュニティ・レベル
（地域社会の水準）の協力等地域的な特性が大きく考慮されなければならなくなった。
　・地域特性とその地域における国民の健康度ならびにその破壊過程とを同時に把握す
るということが極めて大切になってきている。人類生態学はこのような目的をもって新し
く生まれた科学である。地域と個人、あるいは地域と集団との関連において把握していこ
うとするものであってこの生態学的要素が医療制度の根幹をなすものであることはあまり
日本では理解されていない」8〕。
　非常に長い引用をあえて行ったのは、筆者は武見のこの医学・医療の考え方が「人類生
存秩序」の根底にあると同時に、これが駆動力となって武見の論理と実践を発展させたの
ではないかと推測するからである。
　また、武見のこのポジテイブヘルス、コンプリヘンシイブ・メデイシンの考え方は、日
本における市町村の地域医療活動の実践的指導理念でもあった。武見のこの考え方に呼応
して実践活動に取り入れる地域医師会が多くなり、地域医療活動は世界に先駆けて新しい
時代を迎えた。
　筆者は、医療経済実態調査における地域医療の観察の外に1983年の日本医師会病院学
会において、武見の上述の考え方を実践に移している地域医療活動の報告を聞く機会を持
った。これは九州の大分市医師会の実践活動のアイディアフォーメーションとその実績で
あり、杉田（1974）によって報告された。ここでは武見の考え方がマルチチャンネル・メ
ディカル・システム（Multich㎝nel　Medica1System）と呼称され、やはり武見が提唱する
開業医の共同利用施設である医師会病院を軸としてシステムが組まれていた9〕。この時も
武見から「健康投資と福祉立地論」の考え方を聞いた時と同じように、このようなシステ
　7〕　日本医師会編（1965〕pp．2～3
8〕　日本医師会編（1965）pp．3～4
9）武見は1950年頃より新しい医学・医療の地域実践と生涯研修の拠点として開業医が資金拠出して
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表1　武見医学・医療の実践的適用のための理解
項　目 適　用
（ユ〕生物特性（特殊倫理性） 生存倫理と適応力
（2）地域性（個別特性〕 環境と適応
（3）不確実性 未来志向型行動
（4）公共性 社会貢献的行動
（5）継続性 時間的集積効果
（6）包括性 包括的技術集積
ムが本当にこの世に実在しているかと強い衝撃を受けた。1974年に大分市で第1回医師会
病院現地研修会に参加して吉川（1974）の報告を聞くと共に上述の大分市の実践システム
を実際に自分の眼で確かめることができた。
　1975年に世界各地の地域医療活動の実際を観察すべく2ヶ月くらいでアメリカ、カナ
ダ、英国と訪れたが、さしたる成果はなく、帰国次第、武見の許しを得て海外観察中も強
烈な印象として残っていた大分市を訪れた。ここで、大分市医師会の協力の基盤の上で、
吉川、杉田、田村の協同研究がスタートすることになった。ここで初めて筆者の研究過程
における「健康投資と福祉立地論」「ポジティブヘルス」「コンプリヘンシィブ・メディシン」
という理念的なものと地域包括医療活動という実践的なものの融合が可能となったm〕。
　吉川、杉田、田村は武見のポジティブヘルスの考え方に代表される医学・医療の特性を
次のように捉えた（表1参照）。
　表1を見て明らかなように、武見の医学・医療の内容は本格的に総合科学的接近を必要
としているのである。
　次にわれわれは、武見の福祉立地における福祉の内容を経済的福祉を超えて人間的総合
福祉の視点（武見（1975）参照）で考えた。そしてより具体的にはポジティブヘルスの達成
を内容とする健康福祉で把握することにした1l〕。そしてわれわれは、ポジティブヘルス達
成の医学・医療の条件と社会・経済的条件のバランスの下で健康福祉の最適化過程が達成
されるというモデルづくりをして、それと大分市医師会のマルチチャンネル・メディカ
ル・システムの実践モデルとの適合性を図ったうえで、図1で示してあるような健康福祉
の最適化のひとつのモデルづくりを行い、武見が世界医師会長として主宰した第29回世
界医師会学術集会（1975年、東京）で発表した12〕。
　　共同利用施設を作るよう提案した。これをうけて1952年に下都賀郡医師会が第1号の医師会病院を設
　立した。大分市医師会は1969年医師会病院を建設した。そしてこれをわが国に初めて病院を作った
　ポルトガルの医師ルイス・ド・アルメイダを記念して大分市医師会立アルメイダ病院と命名した。
10〕　このことの記録は大分市医師会編（1980）に詳しく記録されてい肌
11）武見の医療福祉の考え方については、日本医師会編（1977b）の中で「新しい医療福祉について」
　としてまとめられている。
12）　この記録は要約されてAS岨N　MEDlCALJOURNALvol．18，No．10，October，1975に収録されてい
　る。またこの訳が日本医師会編（1976b）に収録されている。
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　　図1健康福祉経済学の構想の原型
（第29回世界医師会総会学術集会（1975）発表）
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　このモデルではポジテイブヘルスは、予防検診計画と治療計画、社会復帰計画がシステ
ムとして連結する包括医療が医学研究計画と健康教育計画と連動して考えられている。そ
してそれを個人のライフサイクルでみれば、母子保健、学校保健、産業保健、成人保健の
流れと各局面における投資が必要であることが示されている。そしてこのような内容のポ
ジティブヘルスを実現するには、地域包括医療システムが地域社会を軸として存在してい
なければならない。大分市はこの場合、図2で示されているように、地域佳民と企業、学
校、公共機関の二一ズを開業医による活動とそれをバックアップする医師会病院（開業医
が共同出資した共同利用施設）を軸として必要な技術を集積し、また他の機関と連携して
効率的なシステムづくりを行っている。
　他方、地域包括医療システムを支える経済面は、個人、企業、財政支出の拠出によって
行われるのであるが、この拠出源は図1で示されているように人口、技術開発、教育、資
本蓄積、制度を要因とする経済発展によって支えられている。そして経済発展の諾要因は
ポジティブヘルスの実現の程度にしたがって影響を受けることになる。武見が主張した人
類生態学に基づく医学・医療の展開の必要性は、経済学・経済の実践の場合にも当てはま
るのである。武見のメデイコ・エコノミックスはこのように医学・医療と経済学・経済の
構造と機能のもとで構想されているのである（図1で示されている政治システムと健康投
資の最適化過程の評価については5節で触れる）。われわれはこれを健康福祉経済学の出
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図2　ボジティブヘルス開発の技術負積システムの基本的構造
2宮
発点として位置づけたわけである。
3．福祉立地と地域主権的中央制御のシステムづくり
　先にも述べたように、福祉立地における福祉は、ポジティブヘルスの達成を目指す健康
福祉で考えられている。この場合は、健康福祉の達成は個人が家庭を場として生活し、企
業や公共的組織によって、生産活動が営まれている地域社会において実現される。そして
この地域社会はそれ独白で完結しているわけではなく、国家社会を媒体として地球社会と
連関している。このことを図解すると図3のようになる。
　以上においてみたようにポジティブヘルスの達成において基軸となる環境と適応のメカ
ニズムは、個人が家庭を場として地域社会を中心にして実現される。人問は文化を形成し
（地域社会・国家社会）、それが文明として波及する（地球社会）。人間は文明としての政
治・経済システムでは、個人の自由と平等を基底とする個人主義・民主主義システムと消
費者（個人）主権の市場経済システムが考えられる。このような個人主権（あるいは消費
者主権）は歴史性も地域性もなく、したがって文化性も無視され、特定の価値観に基づく
国家社会観、地球社会観が形成されることになる。このようなシステム形成においては理
念上としての個人が存在するが、実際の生活を営む地域住民は特定の形で抽象化されてい
るから、住民尊重の地域主権の発想は出てくる術もない。武見のポジティブヘルス、コン
プリヘンシィブ・メディシン、大分市の地域包括医療システム（マルチチャンネル・メデ
イカル・システム）ではこの佳民尊重の地域主権で地球連帯的発想が内包されていたこと
は、武見と大分市医師会の実践からみて明らかである。
　図4は武見による地域主権で地球連帯的視野での地域包括医療システムの実践計画を示
している。大分市医師会等の地域医師会は、このような統合システムの中の要として位置
づけられる。
　このように武見の厚生行政に対応する健康政策は地域における実践という実証的基盤の
もとで、中央（国家的規模、地球的規模）におけるアイディアフォーメーションが行われ
ていたわけである。すなわち、いわゆるボトムアップのシステムづくりである。これに対
して厚生行政やWH0行政は中央集権的なシステムづくりのもとで、中央におけるアイデ
ィアフォーメーションが指令的に下に降ろされて政策の実践が行われているわけである
（図4最下段参照）。いわゆるトップ・ダウンのシステムづくりである。武見の医政と厚生
行政の度重なる衝突にはこのように根本的に異なる発想に基づくシステムづくりの相違が
存在していたことを理解しないと、武見をただ「ケンカ太郎」というマスコミ命名だけに
興味を持つだけに終わってしまうことになる。住民主体の健康福祉の実現にとってどちら
のシステムづくりが実態に即しているかは、これまでの筆者の説明から明白なことと思わ
れる。現代経済学においてさえも、「市場の失敗」と並んで「政府の失敗」という研究・
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注）グローバル経済化が進行中で、EC統合、北米自由貿易協定、将来構想と
　しての環太平洋貿易経済圏などが実現すれば、上図の国家社会は、ブロ
　ック経済となり、以下図の順序で下位概念を適用することができる。
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教育領域が存在しているのである1呂〕。
4．健康価値論と組織適応能の行動仮説
　われわれは、武見のポジティブヘルスの達成（健康投資の実践）を住民主体の地域主権
で地球的視野でのシステムづくり（福祉立地のシステム）を基底において、図3で個人
（ミクロ・システム）、家庭（セミ・マクロシステム）、地域社会、国家社会、地球社会
（マクロ・システム）の各組織連結の姿を描写した。ここではこの組織連結のシステムの
構造的恒常性と機能的安定性について説明する。
　地域主権で地球連帯の視野でのシステムづくりにおいて、個人が形成する家庭組織の構
造と機能が基軸に据えられる。住民主体の福祉立地システムにおける環境とそれへの適応
はこのような家庭組織の形態と行動で考えられている。したがって、われわれは個人（ミ
クロ・システム）と家庭（セミ・マクロシステム）との」体性の成立の観察が、多面的で
多重的組織の融合のための重要な鍵を握っていると考えた。ちなみに先述したように、現
代経済学における消費者主権での市場経済システムは、経済合理的行動の仮説のもとで、
個人と家庭の経済合理性の側面（家計）を同」視して、ミクロ経済学、マクロ経済学（新
しい古典派）、国際経済学、経済政策を作り上げているのである。すなわち個人と家庭問
に観察される面の相違の問題は捨象されているのである。このような単純化された理論考
察からでは、先述した健康福祉の最適化過程や医療資源の開発と配分はリサーチの視野に
入ってこないのは当然である。
　さて、個人と家庭についての一体性（ミクロ・システム、セミ・マクロシステムの統
合）の考察について説明する。現代社会において自由と責任を持つ個人が家庭を形成する
場合において同一の目的観を持つことが基本となる14〕。それぞれ環境の異なる個人が家庭
を組織し、それを発展的にそして安定的に維持していくには、家庭組織を運命共同体とす
る共通の価値観の形成が必要とされる。このことにより、各人の役割分担とその統合のも
とで家庭の営みをやっていくための合意形成が可能となる。われわれはこの共通の価値観
を健康価値論で考えている。
　図5は人間生理的規範に基づく健康価値論と、組織適応能の行動仮説を示している。人
間生理的規範の要諦は、ライフサイクルを通した人問生活の満足の充足における欲望追求
の白由性と、死の認識における生理的秩序の理解に求められる。つまり個人としては、家
庭を拠点として死を当然のことと認識したライフサイクルにおいて、自由な欲望充足を追
究するのである。このような生理的規範に根ざした人問行動を健康価値論の実践と位置づ
け、健やかに生き、さわやかな死に至るという内容でとらえるのである。ここではこの行
　13）　これは政府の規制や介入によって資源が効率的に利用されない状況を設定、説明する領域である。
14）現代経済学の体系から、この点についての指摘は筑井甚吉・田村貞雄（1972）p．28で行われてい
　る。
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図5健康価値論の実践と組竃適応能の行軸仮説
健康価値論の実践 （生理的規範）
健やかに育ち、健やかに老い、さわやかな死に至る
近づきつつある死を認識して、現在をよりよく生き抜く行動
組織適応能（Adapt目bi1ity）の向上の人間行動仮説
a．企業家精神　1Entrepreneurship〕A．競争1Competition〕
B．相互信頼｛Con丘dence〕
b．自己抑制｛Discipline）
C．献身1Sacrifi㏄〕
C．家庭教育　1Family　Education〕
自然、宗教、哲学、科学技術、社会、政治、経済 く・一一一
動の系として、近づきつつある死を認識して、現在をよりよく生き抜くという長期的視野
に基づいた短期的、現実的行動仮説も添えられている。健康福祉の最適化邊痘はこのよう
な人問の生存の理解のもとで構成されている。
　次にわれわれは生理的規範に基づく健康価値論の実践を基盤として、図5に示してある
ように、組織適応能の行動仮説を設定している。そこでは、主体的行動要素としてa．企業
家精神（Entrepreneurship）、b．自己抑制（Discipline）・c、献身（Sacri丘ce）を設定し・そ
れぞれの環境要素としてA競争環境（Competition）、B．信頼環境（Con丘dence）、C．家庭
教育（Family　Educadon）を配した。これらの主体的行動要因としてのa．b．c、と環境要因と
してのA．B，C．はそれぞれ地域の宗教、文化、科学技術、社会、経済環境によって影響を受
けようが、しかしこれらは人間生理的規範に基づく行動要因と環境要因の設定であるの
で、地球社会レベルでの共通項を本来的に持っているということができる。そしてこの組
織適応能の実現度は、健康価値論の実践度を投影する指標として考えられているのである
が、この実現度が上述の宗教、文化、科学技術、社会、経済にフィードバックすることに
より、世界各国の人問生理的規範に基づく共生化が進展することになると考える。
　図5で示してあるように、人問生理的規範に基づく競争論理においては、a．企業家精神、
A競争環境が基本的に重要であるが、自己との内面的競争に打ち克ったうえでの対外的競
争が重要である。したがってここでは、b．自己抑制とB．信頼環境の存在が、自己との内面
的競争に打ち克つことにおいて重要な役割を果たすものと考える。スポーツ活動の基本で
あるフェアプレイの精神やシルクロード、自由都市ハンザ同盟、アメリカ開拓におけるフ
ロンテイアスピリットは、ここでいう新しい競争論理に近い例としてあげて良いと考え
る。
　次に人間生理的規範に基づく競争論理には競争とは一見相反する協調の概念、すなわち
共生の価値観を内包していることを急いで付け加えなければならない。これは図5の中の
組織適応能の行動仮説におけるc．献身、C．家庭教育の役割担当の領域である。このような
役割形成を仮説として設定するのも、人間生態システムにおける社会連帯性の認識のうえ
でのことである。この献身という人間行動資質の形成は、家庭教育とりわけ母子相互作用
という生理的システムを前提とした母親の教育が大きいものと考える。
　次に個人の家庭づくりにおいて必要とされた条件は、個人が家庭を通して地域社会づく
りを行う場合にも当てはまる。すなわち、ここでも地域社会を運命共同体として考え、地
域社会形成と運営のための役割分担と統合のための共通の価値観が存在しなければ地域社
会は存続し得ず、従って、その場合独立な主体としての家庭の存続も危うくなるのであ
る。この共通の価値観は地域社会における歴史、風土を基盤とした文化的条件によって影
響を受けるものと考えられる。個人が家庭生活を通して地域社会をふるさとと感じるよう
なところでは、合意形成は行われやすいことは確かなことである。
　以上で説明したことは、国家社会の形成と運営、地球社会の形成と運営の場合にも同様
に当てはまる。この場合、家庭組織間の価値観の相違によって国家社会の形成と運営に摩
擦・紛争が生じることになる。このように考えてくると、地球社会の形成と運営における
価値観の統合による合意形成が一番難しいことになるが、ここでも地球社会の消滅は国家
社会、地域社会、従って家庭を通して個人の生存を危うくするということが共通の価値観
の形成とその実践を可能にする。
　われわれは・以上で考察した個人を基底として家庭組織、地域社会、国家社会、地球社
会の形成と運営に必要な共通の価値観を、武見の人類生存秩序（Human　Su岬iva10rder）
の考え方をべ一スにして健康価値論で説明した15〕。このような健康価値観の形成とそれの
実践のためには、家庭教育、学校教育、地域社会教育の基本レベルの達成により、個人が
白己選択で白己努力の実践が必要であり、そして自己の行動（ミクロ・システム）が家庭
行動（セミ・マクロシステム）を場として、地域社会、国家社会、地球社会（マクロ・シ
ステム）に違結していることの認識と各システム問における相互作用の及ぼす結果につい
て判断力を持ち合わせていることが必要である。このような個人の資質の形成は、健康福
祉の最適化過程の実践のもとで人間の組織適応能（Adaptability）を高めることによって
可能になる。武見と大分市医師会のマルチチャンネル・メディカル・システムにおけるポ
　15）　これについては大畑弥七・田村貞雄編著（1986）pp．29－30を参照されたい。
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ジティブヘルスの達成は、このような人問の組織適応能を高めることを目標としているの
である。すなわち健康福祉の最適化過程を目標とすることによって人間の組織適応能は高
まるのであるが、このことが健康福祉の最適化過程に向けての人間行動をより円滑に、よ
り容易にするという効果を持つことになるのである。
　われわれは以上で示したような人問行動の内省的観察を通して、現代経済学の体系化の
基軸である個人の経済合理的行動の仮説の実践的事実に即したリストラクチャリングが可
能になると考えている16〕。
5．福祉立地論の実践的展開における地域保健委員会の役割
　福祉立地論は住民主権の健康福祉の達成という特徴を持っている。組織構成主体による
健康価値論の実践を基盤とした組織適応能行動により、住民主権で中央制御のグローバル
システムのもとで健康福祉の最適化過程が実現するのであるが、この場合、経済効率指向
の現代経済学における市場システムが想定するように価格メカニズムを中心とした自動調
節作用により、経済資源の効率的利用が実現するというようなわけにはいかないのであ
る。経済福祉と異なり、健康福祉は表1で示したように、（1）生物特性（特殊倫理性）、
（2）地域性（個別特性）、（3）不確実性、（4）公共性、（5）継続性、（6）包括性という特
性を持っているので、住民主権の健康福祉の最適化過程はいくら組織構成主体が健康価値
論による組織適応能行動を実践したとしても、自動調節的（アダム・スミスの“見えざる
神の手のように”）に達成されるわけではない。ここでは、図1で示したように、ポジテ
ィブヘルス開発にはそれを支援する政治システムと社会・経済システム（社会拠出機構）
が必要とされるのである。大分地域では、この政治システムを図6に示されているような
大分市地域保健委員会を組織して実践した。つまり、住民主権のもとで、健康福祉提供者
代表、行政代表、専門団体代表、学識経験者、そして住民代表の構成のもとで本委員会が
組織化され、そして、健康福祉提供者を責任者とする各小委貝会の作業結果を協議し、意
思決定を行うのである。大分地域におけるポジティブヘルス開発の成功は、マルチチャン
ネル・メディカル・システムの青写真のもとで、開業医がリーダーシップを取って実践し
たことと共に、この大分市地域保健委員会の組織化の成功にあるといっても過言ではない
であろう。
　大分市地域保健委員会は、マルチチャンネル・メディカル・システムの基軸である大分
県地域成人病検診センターの中に大分市地域健康福祉情報センターを持ち、委員会におけ
る各小委員会活動の手足となっている。この地域健康福祉惰報の流れのもとで、地域保健
委員会はポジテイブヘルス開発のプランニングを行い、そして健康投資の最適化過程のモ
16）　これについて、田村貞雄（1977）はその発想の仕方と基本的説明を行っている。また田村貞雄・
　吉川曄・杉田肇（1983）においてAd田ptabi晦を基軸として論理構成が行われている。
図6　地域保健委員会の論理実践実証的行動図
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　健康開発型技術集積　　　　　　　　　　　　　（実　　践）システムを中心とした実行
健康投資実現度評価 （評　　価）
デルビルディングを行い、そしてそれに基づいて実行し、健康投資の実現度評価を行う。
健康福祉経済学は、大分地域におけるこの実験的成功に基づいて、社会拠出機構（健康福
祉提供の費用と負担のシステム）のシステム化を構想し、この制度化を提案しているので
あるが、現実は図4の最下段で示してるように、わが国では、厚生行政（国家行政）は中
央集権的官僚主導システムを特徴としているのでうまくいっていない。ここが住民主権の
健康福祉の最適化過程実現の大きな障壁となっている。しかし健康価値論実践の住民パワ
ーが、非営利組織、企業組織と手をたずさえて、近い将来、この中央集権的官僚主導行政
制度の障壁を打破することであろう。あたかも、ドイツ国民のパワーがベルリンの壁を打
ち破ったように。
　ところで、健康投資は、家庭が行う貯蓄の中の」種である証券投資とは異なるし、ま
た、企業が利潤極大化を狙って行う設備投資とも異なり、ポジティブヘルス開発において
個人・家庭の健康度と杜会の健康度を上げるための未来志向的（フィードフォワード）実
践行為である。これは、金銭が伴う場合もあるし、伴わない場合もある。そしてまた、健
康投資は、個人をはじめ各組織の自己選択による自己努力を基本とするが、健康投資効果
を発揮するには、専門家チームによる支援活動（ポジティブヘルス開発提供活動）が必要
とされる。したがって、証券投資や設備投資は経済価値論で評価されるが、健康投資効果
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は健康価値論による評価と地域保健委員会という場が必要となる。つまり、現代経済学か
ら健康福祉経済学へのジャンプが必要とされるのであ乱しかも、これは観念の世界では
なく、実践行為の世界なのである。実践行為なしには、健康投資効果の評価は不可能であ
る。この視点からすれば、財（財貨・サービス）、金銭の消費を伴わなくても、「こころ」
の開発による実践行為によっても、十分に健康投資効果は評価されうるのである。この健
康投資効果の社会評価は上述の大分市地域保健委員会によって行われる。そして健康福祉
経済学がその評価方法の基盤を提供することになる。
　図7は、人口の動態的変化に対応するポジティブヘルス開発における健康投資効果評価
のシステム循環を示している。ポジティブヘルス開発は、地域住民（個人・家庭）、企業
組織、非営利組織、行政組織の「享受」と開業医・医師会病院・関連組織・大分県地域健
康開発センターの連係による「提供」を地域保健委員会によるポジティブヘルス開発のデ
ータ解析によって調整する。この過程において、／1）健康投資効果が評価され、（2腱康資源
の効果的利用、（3）人口構造の高齢化への適応が可能になる。これは、少子・高齢化社会対
応型の健康と経済の共生パターンということができよう。筆者は地域医師会（とりわけ大
分市、大分県医師会）の地域包括医療活動に参加すると共に、武見が企画した世界レベル
の学術活動に参加した。この時、武見の目標は前述したように地域主権で中央制御のグロ
ーバルシステムにおけるポジティブヘルス開発の最適化過程に置かれていたから、武見が
実際にやりたかったのは、この図に示されているようなことではなかったかと推論し、わ
れわれはその意志を継承し、武見の目標に向かってリサーチを継続中である。なお、筆者
図7　ボジティブ・ヘルス開発における健康投資効果評価のシステム循環
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が大分地域における地域社会拠出機構の確立に向けてリサーチ活動を続けている過程にお
いて、地域社会拠出機構（非市場機構）と市場機構の役割分担・連携のしかたについては
十分に勉強することができた。
6．むすびにかえて一健康文化と産業文化の融合の実践を
　経済学・経済の立場からすれば、資本主義経済と社会主義経済の福祉には問題点が内包
されていたことが歴史的に観察されている。福祉重視のソ連、東欧の社会主義経済は崩壊
したし、また資本主義経済的方法をとる米国においても、医療の問題はうまく行っていな
いのが実情である。福祉王国といわれるスウェーデンやデンマークも、EUとの関連にお
いて新展開が必要とされている。
　われわれは、多年にわたり両経済体制が抱えている福祉問題を新しい次元で学問的に統
合する対象として健康福祉を考えて来た。この場合の実証的基盤は一般的にいえば福祉立
地にもとづく健康投資の実践、これを特定していえば日本型地域包括医療の実践によるポ
ジティブヘルスの達成に求めた。健康福祉の最適化過程は生存の視点での諸科学の統合的
展開が必要とされるが、先兵となるのは医学・医療と経済学・経済の融合を基盤とする健
康福祉経済学であると考える。ここにおける二つの面の融合は、医学・医療を医学文化に
よる実践の実態でとらえて、経済学・経済を産業文化による実践の実態でとらえると、人
間中心の同じ舞台での面合わせが可能になると考える。前者は家庭医技術集積による医師
会病院を軸とする実践が、そして後者は客を大切にし「全員参加を基調として考える集
団」の内容での新経営家族主義が住民健康福祉の最適化過程における重要な柱となる。そ
して両者は組織適応能（Adaptability）を媒介変数として結ばれてい乱
　われわれは以上で説明した内容の仮説を、「健康投資の最適化過程評価モデル」による
検討成果を新しい光としながら、継続的に吟味し、そして、それを実証するためのケー
ス・スタディを増やして行き、住民主体の新しい経済学の確立に微力ながら貢献したいと
思っている。
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